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戦後日本の産業機械工業

富森度児
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第一節 産業機械工業の性格とその沿革

[1] よく指摘されるところであるが， IIr産業機械』という言葉には，今

日かならずしも明確な統ーした定義はないJoCりしたがって， 1産業機械」と

いう言葉によって旬合される領域は，その時々によって変化し，そのせいも

あってか，産業機械についての突っこんだ議論は他産業の場合に比して，と

かくなおざりにされる傾向があるとさえいえる。

産業用に供される機械という意味で産業機械と表現されるのであれば，素

朴に考える限り，これは， 1各種産業の生産過程において使用される設備も

しくは資本財としての機械ないし装置J(2) とされねばならないだろう O

しかし，産業機械をこのように定義すれば，当然，多くの電気機械(とく

に重電機)，そして船舶， 自動車の如き輸送用機械の一部が， これに含まれ

ねばならなくなり，電気機械なり船舶自動車なりについて，それぞれ，単一

産業としてのはあくが行われ，それによってすでに展開されている電機産業

論，造船業論との無用な重復と混乱がさけられなくなる O

そのような弊害をさけるため，普通，電機，船舶，自動車などは「産業機

械」から除かれている。しかし同時にそのような除外のために，産業機械

を規定する基準が一層あいまいにされ，結局， 1船舶とか自動車とか電気機
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械のように，とくにとりたててし、うほどの撃要性宅どもたないら種産業用務機

械語f，いわば「その抱多勢Jとして諾してよぶための名称で、あったといえ

ないこともないJ(3l ということにもなってしまったのである。

ところで，産議機械が，来して， Iとくにとりたてていうほ

もたないJものと云い窃れるかというと，それは決してそうではない。それ

どころか， I呑種諜業の生産道程において使用される設備Jとする限り，少

くとも生産力的にみれば，それは，現代産業構造設の心臓部と云えるほ

もっているといわねばならない。

そして，かか な墓底乃至は心臓部で、ある

翻にどのような生産関係があり，J1.又この産業機械が，

遣のなかでどのような位寵にあるのかといった問題を追究することは，ある

意味で経済学的な分析においても一一・とくにその露点さと単なる生産関係の分

析wむなく，生康力との関係における生産関係の究明におく限り…ー 一つの

核心にふれる問題にもなるのではなかろうか。

しかも，このような産業機事長論の薫要設は，i反にその…部が分析の{便宜上

他に講ずるものとして除外されることがるゆても変らないといわねばならな

いのである O

このような立場から，われわれは;産業機械Jをいささかでも と

しい「その弛多勢;として援うことは畿にさげ，且又これにあいiまいな規

定合あたえたり，あるいは，一般性のある規定づけを断念して， I農林，

品，鉱山，建設，繊維，木工，製絞，鉄鍛，化学等のぞら種産業に用いられる

比較的専用註の高し、作業機を中心とする機械類jくりという風に，も

ずょっ リまどにまで具体的な次元に下っ ること立ざけることにし

tc.し、。

そして，やはり，これを「各種産業の生産過程において使賭される模被及

び装置Jすなわち一言で云えば，生産財機械であるとして明確に翠設し，

;撲や船舶，患動率でこれに属するべきものは，使窓上…旦分析の対象から外

必要にTisじて，これらのうち産業機裁に入るべきものについて泣思い

、、 4
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を致しながら議論をすすめて行くとし、う方法をとることにしたい。

当然のことながら，産業機械をこのように規定する限り，われわれは時折

なされる如く，工作機械を産業機械から除外して別途に扱うようなことはし

ない。それどころか，これを産業機械にはっきり含めるだけでなく，いわば

産業機械の中心をなすものとして分析の核にすえて行くことにせざるを得な

いのである。

[2J 産業機械についての規定がまちまちであり，あるいはあいまいであ

ったりしたにもかかわらず，産業機械の一般的性格のはあくに関しては，お

おかたの理解はほぼ共通していた。いま，この点に関する従来の諸指摘から

産業機械の一般的性格を(例外の存在も認めながら)一応，次のように要約

し，産業機械の分析に入る前の準備的理解を得ておくことにしよう。

(i) まず，産業機械は，産業の種類が多様であると同様に，あるいはそれ

以上に，多様であることをもってその特長とするO しかも多種であることの

当然の結果として，一つ一つの機種には汎用性がとぽしく，且大量の市場が

得にくし、。要するに，一言で云えば，多種少量生産が多い。

(ii) ( i )の特長から必然的に派生することとして，産業機械には，どうし

ても注文生産が多い。

更に叉，大量の市場が得にくいことから経営規模も小さくなりがちであ

り，げんに日本における産業機械メーカーの70%は加中小企業であり，他産

業に比して， (とりわく他の重工業部門に比して〉中小企業のウエイトが高

く，且叉大企業といえども比較的資本規模の小さなものが多いのである。

(iii) (ii)の特長から推して，一見，重工業としては，有機的構成が低く，

労働集約的であるとも思われがちであるが，その点は必ずしも正しくない。

たとえば，労働装備率(労働者 1人当機械台数〉は，斯業では，日米とも

0.3~0.7 (若干アメリカが高い〉であり，通信機，家電，航空機が日米とも

0.1-0.2であるのを明らかに上まわっているからであるO くの

(iv) 投資依存型であり，ために景気変動の影響を受けやすい。

(v) I複雑な構造をもっ機械市場に対して， 国内の機械工業がその機械需
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要のすべてを満すということは不可能のことでありJ，Cりしたがって，この

部門では国際分業がとくにさかんである。それ故，一国における産業機械工

業の強弱を語る場合，単純にその輸入依存度の高低をもってその基準とする

ことは出来ず， I中心的な機械市場の過半が国産の機械で満たされるように

なれば，その国で機械工業が確立したということができる」く9) のである。

(vi) 産業機械工業の上記のような性格， とくに，多種少量生産であるこ

とから，重工業としては，比較的に金融資本を必然化する傾向が弱し、側面が

あるO

(vii) 多種であるにもかかわらず， その生産工程は比較的類似しており，

産業機械各種を多角経営する企業が多くなりがちである O

[3J 産業機械が， I各種産業の生産過程において使用せられる機械及装

置」であるとすれば， その資本主義的確立は当然， I産業資本の出現から出

発するJ(10)云L、かえれば， 産業機械資本は，産業資本主義の確立，発展を

基礎として確立，発展するものでなければならない。

ところが，わが国における産業機械工業の資本主義的確立は，必ずしもそ

の産業資本主義的発展によって直ちに招来されたとは云い難く，むしろ，よ

うやく独占資本主義に至る段階で，しかも，主流独占資本からはず、れた，周

辺資本を担い手として確立してきたのである。なんとなれば，わが国の資本

主義的発展は，周知の如く，世界史的には独占資本主義の成立する局面に至

って，ようやくその緒についたのであり，はなはだしい後進性がまぬがれが

たく，その結果，その発展の一つの基礎たる生産財機械については，極力こ

れを先進資本主義国製品の輸入に依存し，且これを通して先進国への急速な

trace upをはたさんとしたため，却って，国産の産業機械に対して市場を与

えることもなく，結局，産業機械の資本主義的確立を阻害こそすれ，助ける

ようなことがほとんどなかったからである。

もっとも，かと云って，第二次大戦前における日本産業機械工業のかかる

状況について，包括的で詳細な分析の成果を，われわれは決して充分にもっ

ているとは云えない。
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ただ，ある意味では，産業機械工業の中心とも云える工作機械工業につい

ては，例えば一寸木俊昭氏の優れた分析 (11)もある故，主に一寸木氏に負い

ながら，以下に工作機械工業を中心として，戦前の日本産業機械工業の概況

をみておくことにしよう。

(i) わが国における工作機械の製作の開始自体は，かなり旧く，明治初期

にまでさかのぼることができる O そして，明治後期，とりわけ日露戦争期に

至ると，かなり多くの工作機械が国内の諸工場で製作されるに至っている。

だが，この頃までの工作機械工業は，まだそのための独自の資本を生むに

至っておらず，工作機械の製作はありながらも，この部門が資本主義的な意

味で確立したとは云い難いものであった。

すなわち，この頃までの工作機械製作は，多くの場合，軍工廠がとくに注

文を受けて，代替的に製作するく代替製作>か，もしくは工作機械を需要す

る企業が自ら模作するく自製>であったのである O また，日露戦争期に至っ

てようやく工作機械製作に特化した経営が若干みられるとはし、ぇ，この場合

の経営は，なお，商品決定のうえでの意識性を欠き，生産の計画性，令理性

もなく，したがって，資本として確立したものではなかったのである O

もっとも，この時期にあっても，例えば，池貝鉄工所は，明治39年に資本

金25万円の合資会社となり，工作機械製造を専業としながら，生産の計画

性，合理性を追究し，一応産業資本として確立する方向を見せるなどの事実

もないわけではたい。だが，不幸にして，この池貝鉄工の新方向も，外国品

の輸入圧力のために挫折し資本としての真の確立は，結局第一次大戦期ま

でくりのべられることとなったのである O

なお，当然のことながら，この時期までの日本の工作機械製造における生

産技術は，まだ極めて幼ちであり，小型品が多く，しかもほとんど100%近

い意、味で，外国品の模ほうの域を出ず¥確立した設計技術によって生産が客

観化されることもなく，さきに指摘した，生産の意識性，計画性が可能とな

るための技術的基礎をそもそも欠いていたとも云えるのであるO
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(ii) 第一次世界大戦は，参戦資本主義隈からの韓入社絶と，海外市場から

のこれら諸国海品の後退によって，日本諾産業(とりわ汁重イヒ学工業〉

殊に有利な発展の条件を与えた。そして，この事情は，工作機械工業をはじ

めとする も問様に働;?，はじめて，その資本としての

されることとなったのでるる O

なわち，工作磯械工業にあっては，ょうやく，会社経営が，個人経営きょ

圧するに宝り， (大正六年現在工作機誠42社中16社が会投経営〉大戦中の…

略的な事情もあるとはいえ，圏内総需要の?か-80Jぎを国産品が押えただけで

なく，若干の議械を英・露等に輸出するに乏で至ったのである。また，

される機種も，多様北，大型化し，この部門にある資本が，平均利鍔?とまさ

るとも劣らない矛lJi関をかくとくすること となった。

だが，この持期にさ去っても，工作機誠資本の周辺には， と

比較してもなお謀れたいくつかの特殊性がないわけではなかった。

この部門での企業が…応会社形懇をとるに至ったとはいえ，結昂

のところそれは，運転資金調達上の対外信用，納税上の便宜等に基くもので

あり，当時すでにたが国でも確立しつつあった資本市場に依拠して，社会的

に1t:く資本てど顎達するためのものでは決してなかった。したがって，たとえ

ば主要工作機騒企業の株式の過半はなお特定の一銭入に嘉しており，その抱

の資金借入の面でも短期借入以外はみられなかったのである。要するに，こ

の時期の工作機械資本は 3 文字通り産業資本的なものであったのであり，す

で、に金融緊本の進出の対象となりつつあった当時の鉄鎖， 造船などか

らはな とっていたと去えるのである O

の工作機械食業はなお§ら よって製作する技術を充

分tこもってし、たとは云 凶器は軍こζ廠からもらったり，タト鵠品を模ほう

したりすることから絞げ切れないでし、た。また{蕗格謂ぞは…F主輸入品の半舗

ないし8割で、あったにも拘らす¥ 「内地品は品位の割合V~高価なり J という

ことで，議工業大企業では依然として，その設議室工作機棋の退半(46…87%)

ている様な状況であったのである。かくて，第一次大戦壌の
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特殊事情がなくなり，その上に軍縮の影響などが加わるなかで，工作機械企

業は，たちまち，大打撃をうけ，園内生産も大正7年以降，大正12年にかけ

て 3分の l以上の下落をみせるに至ったのである O

(iii) 第一次大戦後の反動によって，再び低迷を余儀なくされた，わが国

工作機械工業はやがて，わが国自らが帝国主義戦争の主役となった第二次大

戦への過程のなかで，準戦体制乃至戦時体制が確立するとともに蘇生し新

たな発展のチャンスをつかむこととなった。

ここで，何よりも，生産が飛躍的に伸ひ、た(1万台(昭和10年〉から 6，7

万台(昭和13年〉と 3年間で7倍化〉わけだが，それだけでなく，国産品に

よる圏内市場の充足率も44%(昭和11年〉から61%(昭和13年〉へと伸び，

ほぼ「中心的な機械市場の過半が国産の機械で満たされるようになった」と

いう意味で，工作機械工業が完全に確立するに至ったのである。

また，従来から，工作機械工業の育成は，わが資本主義の担い手たる主流

資本の関心事とはならず，したがってこの部門に関する限りは権力の保護を

受けることもほとんどなかったのであるが，ようやくこの時期に入って，工

作機械工業の育成が主流資本の関心事となり，工作機械工業製造事業法(昭

和13年4月〉などによって，設置工作機械台数200台をこえる工作機械企業

については I通常の資本的く13)な規範が許容する範囲以上の特典」が与え

られるようなことにもなったのであるO

また，このようにして，市場を得，特典も与えられたことによって，工作

機械資本が安定した運動をなし得る条件がひらかれたため，工作機械資本が

ようやく一般の資本市場との直接的なつながりをもつに至り，この資本を中

心とする資本関係にも大きな変化が起るに至った。

たとえば，在来の工作機械企業の一部は，広く資本市場からさまざまの資

本を導入することによって個人企業性を脱却(若山鉄工所，岡本工作機械)， 

あるいは，他の一部は，新旧の財閥の完全な資本的援助によって再生(東京

ガス電工は日産資本のバックアップで再生，日立工作機となる。津上製作所

は三井に吸収され東洋精機となる〉することになった。
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加うるに，この時期に入ると，財閥をはじめとする大きな資本バッグをも

った新しい工作機械企業の新設もみられた。(国産精機一昭和11年， トヨタ

工機一昭和15年トヨタ，三井精機一昭和17年，東洋精機と三井工作機の合同

により設立，三菱電機工作機専用工場一昭和14年等〉

もちろん，在来の有力工作機械企業(池貝大阪，新潟等〉では，際立つた

資本関係上の変化もなく，個人企業的な属性はこの時期にもひきつがれた。

また，この時期に工作機械に進出した他の機械企業(大阪機工，君原製作，

東京機械〉にも個人企業的特質は依然として濃厚であった。

だが，それにも拘らず¥この時期の重要な特長として，これら個人企業的

会社が，生産，資本金，利潤，品質等の面で，新興新生の真に株式会社的な

工作機械企業に徐々に追いつき追越された事実が指摘されていることはわす

れてはならず(詳細は一寸木前掲書〉ょうやく，この部門の金融資本化への

傾向が自に見えて来たことを否むわけにはし、かないのであるO

もっとも，このような工作機械部門の資本上の諸変化が，戦時体制という

特殊条件のもとで，特にこの部門への政府の保護ということもあって，はじ

めて可能となったこと，しかも，それで、もなお，多くの個人企業的会社をの

こしまた所謂，旧財閥の進出にしても遅く，且弱し、ということは重要であ

り，当時の工作機械生産技術がなお外国品模ほうを多くのこす等の弱点をも

っていたことと合わせて，やはり，本格的な金融資本がこの部門を中心とし

て安定して確立していたと結論づけることは出来ないであろう O

(iv) 以上におし、てその概略を示した，戦前段階におけるわが国工作機械

工業の状況は，ほぼ当時のわが国産業機械工業の状況をも代表したものであ

ると云え，他の産業機械工業の状況については，ここでのわれわれの目的か

らすれば，とくにあらためて詳説する必要もない。

だが，一応，ごく簡単にこれらについてふれるとすれば，次の通りであ

るO

すなわち，明治以来第一次大戦までのわが国産業機械工業は，大きく発展

した繊維産業を市場とする繊維機械，財閥の主営業部門の一つであった鉱山
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用の機械等限定された部門について， I外国機械の補修部品，もしくは精度

を要しない補助的機械の製作が主体であって，いわば荊芽的発足期にすぎな

かったJ(14) のであり，当時の他の産業部門(消費財産業及び軍事という経

済外的要因に結びついた，鉄鋼，造船，車両，原動機などの重工業〉の発展

の谷間にとりのこされたことによる，肢行的停滞性をもつことをもってその

特色としたのである。

第一次大戦という好機を経て後は，たしかに， I紡織機，鉱山機械，製糖

機械，製紙機械，化学機械などの各種産業機械の国産化が進められ，一方に

おし、て小規模の専門メーカーが続出するとともに，他方造船工業，電機工業

などの既存機械工業資本の産業機械工業分野への進出がみられるようにな

り，曲りなりにも日本の産業機械工業が，この時期に発足をみるにいたっ

たJo(15) 

だが，例えば「労働力欠乏型のアメリカなどで非常に発達した農業機械や

土木建設機械Jは， I労働力過剰型の日本ではほとんどみるべきものがな

くJ，(16) また若干の発展をみた部門で、も「繊維機械工業を除いては， まだ

おおむね外国機械の模倣に終始しJ，(17)技術的にも最大の発展をみせ，つ

いに， I特許権を逆にイギリスに一部譲渡するという異例の飛躍的向上を示

し」く18) た繊維機械の他は，専業メーカーの成立も少く， I大資本の兼業部門

の占める比率が大J(19) であるという状況であったのである O

加わうるに，折から進展した戦時体制化は，多くの産業機械工業にとって

は，工作機械の場合と違ってむしろ不利にはたらき， I成長への期待がもた

れようとしていた日本の民需的産業機械工業も，やがて長期にわたる戦時

経済下の技術的空白によって，その展開が中断されることとなったのであ

る。J(20) 

(1) 現代日本産業講座第6巻 132頁。

(2) 向上 同頁。

(3) 向上 同頁。

(4) 同上 133頁。
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(5) 37-…N-425. 三三務経済研究所，日本機械

連合会侃 45J変。

なお，この点の特長が必ずしも日本だけのものではないこときと現わすこととして，

アメ Fカでも，例えば1事業所当り従業員数が，綾業機被では100人にi箭たないこ
ζ る。

(的向上 33J案。

(7) --;-f木俊昭著 il3ヌドの工作機械工業の発幾過程の分析J1963年後 33真。

(8) たとえば， 1き初年.広義のt伎界機械貿易(蕊業機械，電気機械，総送機械，矯蜜
機械をすべて含ts)は262億やしに逮したが，その凡そキ分にあたる 116窓ドソレが

産業機械貿占きであったG

(的一寸*前掲書 34資。

ω 一三土木 前掲警察 28J葉。
純一-;-f木前掲著書。

締 大限鉄工所の場合it，総株2万株中1万200事長は大隅栄一持株。

会は，総株2万全米中 1 ヌJ5， 275~長は竹尾年助持千索。池災鉄工所の場合は，総、株12万

株4'.治員同族誇稔3万9，400株，千葉同族持株3万2，498徐，池及室主迎会巨綿入持

事長8，358株だったのである。

ーす* 前掲主義 87頁。

M). --;-f木前掲書 131京。

総現代奴本産業議~ (紹波審問〉第六巻 140J実。

~向上 142J(。

総間三二 143頁。

制向上 143頁。

総向上 144J(。

締向上 143主主-144亥。

斡向上 145貰。

第ニ節 戦後産業機械工業の発撲の概略

(lJ 戦後日本の米含有の産業的発展はヲ同時に，産業F誌に(供される

の機棋及装置を製造する農業機械工業にとってもかつてないほどの発践の条

件となった。

とする故，いきおい産業機援資本は{惑の重

工業資本に比較して，小銭模である場合が多く，且人の自を簿う

ないため，とかくその発展そのものが，他の重工業諸部門に比して小ざかっ
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たのではなし、かとし、う誤解も生じやすいが，産業機械工業全体についての生

産の伸長率は，実は決して他の重工業部門にひけをとらないものであったの

である。

すなわち， 1952-1966年において産業機械生産は， 25倍強の伸びを示し，

同じ期間における自動車生産の23倍化，鉄鋼の10倍化をしのいでおり，電気

機械の45倍化にはおとるものの，重電機の34倍化にはそれほど劣ってはいな

いのであるO

そして，このような大きな生産の発展の結果，わが産業機械工業は，資本

主義世界では，今や (1960年現在)，米・英・独に次いで第四位を占め，フ

ラソス，イタリアの水準に比しては，これを若干ながら上まわるに至ってい

るのである。 (21)

もっとも，後にみる様にわが国産業機械工業は，かの「高度成長」によっ

てもなおいくつかの弱点を払拭しきれないでいる。だが，それはそれとし

て，ともかく，ここまで大きく伸び，一応世界の先進グノレープに少くとも量

的規模では肩を並べるに至っているということは，戦後斯業の分析における

第一の前提として銘記されるべきところであろう O

[2J もっとも産業機械生産の戦後発展の倍率が特に高くなっている所以

のーっとして，この部門における戦争直後期の生産低下がとくに大きく，ま

たそれからの回復がかなりとどこおっていたために，比較の基準点(1957年〉

の生産量が，わが国の本来もっていた経済力からしでも特に低かったという

ことはわすられてはならない。

とくに，このような生産低下は，戦時体制下にあって軍需にほぼ全面的に

依存していた工作機械部門等において大きく，ここでは(少くとも生産重量

に関しては〉戦時中ピーク(昭和18年〉の実に36分の 1である 5，000トン前

後というのが戦争直後期における生産水準であり，叫〉これが戦後発展の基

準点として選んだ昭和27年においても，なお戦時中ピークの30分の lほどで

しかなかったのであるO したがって，このような機種については，その後の

生産発展が如何に高かろうとも(工作機械は1952-66年内に56倍化〉それは



12 (248) 経済学研究第 18巻第3号

結局，過去のピーグをせいぜ、し、 2倍化した程度のものであるということに少

とくに注意を払う必要があると云わねばならない。

むろん，工作機械工業は，戦時体制の恩けいをもっとも強く受けており，

したがって，戦後の反動もとりわけ大きく，その上，戦時中設置された，遊

休化した大量の工作機械が推積していたこと，更に，戦後経済復興の課題か

ら工作機械の輸入促進が政策的にはかられ，国産品が復興需要に充分乗り切

れなかったこと，あるいはのこされた国産品の顧客である中小企業に対して

は設備投資促進のための政策的保護が全然加えられなかったこと，等の事情

により，戦後の落ちこみが特にはげしく，又回復もきわだって悪いというこ

とがあり，ここでの事態を産業機械全体を代表すると考えることは出来ない

が，他の産業機械にもこれに近い事情が存在しそれが戦後発展の倍率を大

きくしていることは，一応しんしゃくされていなければならないわけであ

るO (233 

(3 J ともあれ，朝鮮戦争ぼっ発後の1957年頃からの産業機械工業の生産

の伸びは少くとも 1962年頃までは概ね順調であった。

とりわけ，第一表に見られる如く，機械装置を特に多く需要する (24)機

械，化学，鉄鋼等の設備投資がこれ以降，大きく伸び(1952年1，110億円 22.5

%から1958年3，669億円28.7%)たのが，こうした産業機械工業の発展を基本的

に引っぱったことは明瞭であるが，同時に各産業において，国産機械の需要

される割合が一貫して高まって来たことが(第二表)， 生産の伸びをより以

上のものにしたと云うことができょう O

ところで，このようなことは産業機械全般の発展の条件であり，事実各種

の産業機械がなべて，この期間に大きく発展したのであるが，ここで各機種

別の生産推移の詳細をみると，そこにはなお，かなりの差があることを否む

ことは出来ない。

第一図及第二図からこの点をみると，次のような諸点を指摘する事ができ

ょう O
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実績|比率 実績[比率実績|比率 実績|比率実績(比率 実績[比率競|比率 実績|比率

全失 鋼 業 369 8.4 379 7.7 396 6.4 256 4.8 267 4.5 625 6.1 1，119 8.8 1，197 9.4 

非鉄金属業 73 1.7 86 1.7 104 1.7 99 1.9 115 1.9 233 2.2 327 2.6 246 1.9 
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同R日- 力 業 553 12.6 1，054 21.3 1，461 23.7 1，422 26.8 1，483 24.8 2，010 19.6 2，437 19.2 2，901 22.7 

石 炭 業 208 4.8 202 4.1 206 3.3 137 2.4 143 2.4 135 1.3 301 2.4 338 2.5 

ガ ス 業 74 1.7 86 1.7 70 1.1 114 1.3 79 1.3 130 1.3 204 1.6 280 2.2 

化学工業 417 6.8 414 7.8 468 7.8 1，031 9.9 1，481 11. 7 1，273 9.9 
9.5 362 7.3 

笠 業 116 1.9 162 2.9 172 2.9 297 2.9 232 1.8 

機械工業 205 4.7 369 7.5 425 6.9 295 4.9 297 4.9 818 8.0 1，2621 10.0 1，199 9.4 

繊維工業 594 13.5 235 4.7 411 6.7 385 6.8 ，!Q9 6.8 991 9.6 6961 5.5 547 4.3 

海 i室 業 640 14.6 615 12.4 465 7.5 313 6.5 390 6.5 741 7.2 967 7.7 744 5.8 

運 手合 業 255 5.8 220 4.4 449 7.3 332 4.8 287 4.8 747 7.3 769 6.1 802 6.3 

商業その他 439 10.0 613 12.4 809 13.1 633 15.5 926 15.5 1， 480 14.4 1，864 14.7 2，152 16.7 

農林水産業 411 10.0 557 11.2 668 10.8 627 13.4 803 13.4 867 8.5 747 5.9 685 5.4 
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第二表 各産業，国産及輸入工作機械需要実績

単位百万円及μ

1955 1957 1959 

実額|比率 実額|比率 実額 1比率 実額|比率

長失 国 Jl主 290 64 198 61 59 1，625 83 

輸 入 164 36 129 39 390 41 334 17 

鋼
計 454 100 327 100 959 100 1，959 100 

国 産 1，050 640 41 3，972 59 8，523 78 

械機般
輸 入 1，165 53 917 59 2，770 41 2，370 22 

計 2，215 100 1，557 100 6，742 100 10，893 100 

重 国 産 931 48 259 24 1，845 43 3，004 59 

電 輸 入 1，025 52 810 76 2，440 57 2，090 41 

機
1，956 100 1，069 100 4，285 100 5，094 100 

自 国 産 847 34 402 24 2，401 38 4，755 60 

動 輸 入 1，640 66 1，290 76 3，890 62 3，240 40 

車
五十 2，487 100 1，692 100 6，291 100 7，995 100 

道鉄
国 産 41| 19 95 40 316 43 235 39 

輸 入 180 81 142 60 426 57 366 61 
車
両

計 221 100 237 100 742 100 601 100 

176 33 204 42 1，245 59 860 54 

輸入 364 67 287 58 865 41 742 46 

舶計 540 100 491 100 2，110 100 1，602 100 

一寸木俊昭著「日本の工作機械工業の発展過程の分析」

197頁第91表より
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一一一繊維機械
一化学機械

一一一 工作機械
一←金以加 1.:機械

般
械
械
閑

淵
晴
機
醐

地一

V
I…州

土
胤
民
院

1954 1956 1958 1960 19臼 1958 1960 1962 

第一国

産業機械機種別生産額推移 (1)

第二図

産業機械機種別生産額推移 (2)

第ーに，戦前段階において，わが国産業機械業界においてとくに発展のよ h

かったと云われている繊維機械，鉱山機械等は，戦後になって却って生産の

伸びがわるく，むしろ産業機械各種のなかでは，斜陽の部類に属しているこ

とである。

第二には，これと全く対照的に，戦前にはほとんど発展のなかった土木建
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設機械，農学機械などの発展が非常によく，とくに前者は， 52-66年間に30

倍化し，その伸びの絶対額 1，050億円とともに，産業機械中工作機械に次い

でイ申ひ‘が高かったことである O 〈25H26〉

第三に，金属加工機械，化学機械，内燃機関などが，ほぼ産業機械全体の

伸びに応じて伸びていること，そして第四として(くり返しになるが〉伸び

率，伸び高ともに工作機械の発展が産業機械中もっとも多かったこと等であ

るO

要するに，重工業用の機械が概してよく伸び，とくに，そうした機械の基

礎たるべき工作機械の伸びがもっともいちぢるしかったわけだが，この点に

戦後日本の経済構造の変化(建設，農林産業の有機的構成の高度化，繊維産

業の停滞〉の影響が加わり，上記のような発展上の凹凸が現出したというこ

とが出来ょう。

[4J 以上のように，産業機械工業は，戦後に大きな発展期をむかえ，

先にみた如く，今や資本主義世界第四位の水準をほこるようになったO そし

て，工作機械をはじめとして， Iようやく世界的水準に到達したと結論J(27) 

づけられることにもなったわけーで、あるO

われわれが冒頭に示した如く，産業機械は，いわば，現代生産力の心臓部

に位置するものであるO したがって，この部門で世界的水準に到達したとい

うことは， (造船，鉄鋼，電機など他の重工業部門がこの部門以上に世界の

水準に達していることを加味して考えれば〉まさに，日本の工業産力水準が

世界の先進水準に達したことを現わすことに他ならず，その意味で極めて重

要なことであるといわねばならないだろう O とくに，従来より，日本資本主

義には，資本主義一般の諸法則の上に，その「後進性」から来るところの特

殊法則があるとされて来たのであり，その「後進性」が少くとも生産力面で

基本的に払拭されたとなれば，それは，日本資本主義について，伝統的に固

められて来た「見方」を，われわれに変更することをせまるべき大きな問題

であると云えるからであるO

当然，そのように，重要な意味をもっ問題となれば，軽々に，産業機械の
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水準をとた進国並になったとかならないとか判断することは許されないことと

なる。

したがって，われわれとしても，以下ややつっこんでこの問題を検討して

おくことにしよう O

① たしかに，戦後の産業機械工業が世界的に見ても一応竺進国水準に達

して来ていることをあらわすいくつかの点を，われわれは指摘することが出

来るO

たとえば，産業機械工業の中心と云うべき工作機械工業では戦後量産体制

が強化され，ょうやく経済的にもっとも効果的な規模での生産が確保される

ようになった。すなわち，普通旋盤では，ワン・ロット40台，ラジアボーノレ

盤ではワン・ロット30台が，経済的にもっともよい生産規模であり，これ以

上ロット台数を増やしても，一台当り所要労働時間は減らないとされている

が，すでに日立精機で旋盤日産60~70台，大阪鉄工で，旋盤日産50台，ラジ

アボール盤20台と，ほぼこの水準に達するか，又は，それをしのぐに至って

いるのである。

また，とくに，昭和31年一35年の期間において，工作機械部門は「機械工

業振興臨時措置法」の指定業種とされ 5年聞に，関連する開銀融資の24

%， 28億 7，000万円を受け，これをテコとして設備の拡充をはかった結果，

その設備の約3割は5年未満の新鋭設備となり，設備面でも国際的にひけを

とらない力を得るに至った。

他方，現場における，技術員の配置などにも特に力が入れられ，かつて戦

前には， 12名の職工に対して 1名の技術員が配置されたのみだったが，これ

が6名に 1名にまで増員されるなどの進歩があった。

更に叉，工作機械部門では，昭和28-34年に，計12件にのぼる外国技術の

導入が行われ，これによって，生産技術の強化が行われた O

ここで，導入された技術は，補促技術でなく，むしろ，主として製品技術

であるため，これはむしろ，わが国工作機械工業の技術的弱さを現すもので

あると云える。だがそれで、も，戦前では，外国技術の盗作の如きものが，耳文
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えて黙認されうるほどに 2 被我の生産力格慈が大きかったのであり，それが

大きくちぢまっ て，正規に技術導入きどき子うケ{スが増えたという

」と されうるのである。

L よ，工作機域生産技術は大きく L，対先進国への trac合 up

は，かなり行われた。そしてその結果，たとえば，先 られる知

し重工業務部門における間産工作機械への需要震は急速に高まったし，を

としても，生産が8f制とする限〔昭和29年-35年〉に輸入は 3.8倍化

にとどまり，間内市場の基本について;主，これを爵産機がほぼしようあく

るという状況にまで到達するに三さったのである O

以上のように，わが関産業機械工業は，単にその主主産額が，世界第屈

なった以上の発展きどみせ，今日その国際水準の到達が学~:L 公認される

ようになった。

だが，生産力の状況をどより詳翻にみて行くと，そこには，なお少からぬ弱

り，安心して先進議水溶になったと云い切れない面のあることが見出

されざるな得ないのである。

，陣内市場の基本部分合国議品がしようあくするに怒ったといわれ

る工作機械部門でも，なお，どうしても間態出来ない機種がし、くつかあった

り(多輪自動旋盤，ならいフライス盤，平言語研削盤，王子歯車研自iJ盤等)(29) 

又，菌室長出来ても，舗格上外国品に隣自におとるものがあったりして，依然

として 3割に及ぶ輸入依存率が，かの 成長」のピークとも云える

1960年段摘にも見られることである O

しかも，このような聞は，単に工作機械だけでなく，

かれ少かれみられる。たとえば，日本;機械工業連令会の露査によれば，

輸出
1961年現在，建築機誠30緩中，実にその半分の15教が輪出入率〈麗 x100) 

100 J;:;以下，すなわも輸入超過となっており，他の重工業部間ではみられな

いほどの外国品依存が，依然としてのこっていることが指摘されうるのであ

i.;>" (30) 

もっとも， I金属工島作機械は，特別に技術的なものであり，
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の生産力の基礎となるという重要性のゆえに，まさにその調達と生産につい

ては，これまたもっとも典型的な国際分業が行なわれているJ(31) という側

面が，単に工作機械だけでなく，産業機械全般に云えるのであり，どれほど

発達しようとも，この部門には必ず一定の輸入依存がさけられないであろう

という認識の上にたって，上記の諸事実をしんしゃくする必要があることは

認められねばならない。

だが，仮にこの点をしんしゃくしてもなお，わが国産業機械工業には，他

の先進資本主義に比して脆弱な諸側面が，少くとも1962年頃までの発展にお

いては消えきっていないことが，明らかなのであるO

たとえば，先にみた如く，わが国産業機械工業には，輸出に対する輸入超

過が30種中， 15種に及んだわけだが，この点は，もとよりアメリカに大きく

劣るだけでなく，イギリス(1959年現在30種中2種〉西ドイツ(1961年現在

30種中 1種〉にもかなり劣り，ブラシスとこの点では同じながらも，イタリ

ア(1960年現在30種中11種〉にはなお劣るという状況なのである。〈切

また，フラ γス，イタリアでは，たしかにわが国と同様，またはそれに近

いほどに輸入超過機種が多いとはいえ，これらの国では，そうした機種も，

ほぼ輸出入率50%-100%に入るものが多いのに対し，わが国では輸出入率

30%以下のものが7種もある。(イタリア 3種，フランス 2種〉などのちが

いが見られるのであるO

また，この結果，わが国の産業機械工業は，全体として1.4億ド‘ルの入超

であり，先進諸国中唯一の入超国となっているのである O

このような，国際貿易面にあらわれた，わが国産業機械工業の脆弱性は，

たとえば，世界の機械輸出の総額が262億ドノレで，そのうち 116億ドルと約

半分近くが産業機械輸出であるのに対し，わが国では，機械輸出13億ドノレの

うち，産業機械輸出は 3.2億ドノレと 4分の lにしか達していないれ、ずれも

1961年の数字)こと，したがって，その結果，生産額では世界第四位である

といわれながら，輸出額では1961年現在米・独・英・仏・伊・スイス・スェ

ーデγについで第八位に達したにすぎないこと等にも現われているが，より
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以上にわが国産業機械の輸出先が，他の重工業製品(船舶，鉄鋼，電機〕と

ちがって，過半がアジア地域に限定されていること(第三表)，しかも，そ

のアジア地域においてさえも，市場におけるシェアは，英・米・独にかなり

劣っている(第四表〉ことなどにより明瞭に示されていると云えよう O

第三表げ) 産業機械(除農業機械，繊維機械〕地域別輸出
単位 1，000ドル

[即 11954 1附|附|附 11962 1肌|附
jヒ 米 482 225 2，644 3，153 6，151 4，977 12，275 37，904 

西 欧 18 120 1，684 640 902 7，773 9，041 34，696 

東アジア 5，769 6，655 9，320 7，082 18，913 24，123 21，784 90，072 

東南アジア 4，975 5，774 9，406 19，846 39，751 53，186 75，250 139，545 

アフリカ 41 31 465 329 515 1，305 8，242 15，921 

中近東 16 155 524 1，100 5，063 2，528 2，470 12，635 

中 米 56 553 916 930 1，408 3，797 4，338 8，156 

南 米 264 557 2，887 10，622 6，854 11，291 8，398 21，643 

太洋州 19 6 97 751 1， 380 1，366 4，087 20，237 

共産圏 17 118 929 3，968 4，619 33，035 48，062 46，076 

計 111，657114，2221 28，9731 48，吋札0041143，叫 1…判 421，約5
日本機械輸出組合「機械輸出15年」より

第三表(ロ) 繊維機械地域別輸出 単位1，000ドル

[附 11制|附|附|附 11962 1附[日

北 米 25 38 340 548 1，032 1，345 1，426 5，073 

西 欧 24 718 634 518 837 3，933 2，136 11，842 

東アジア 4，408 11，345 8，143 5，539 16，253 10，902 21，388 38，981 

東南アジア 15，348 25，901 18，405 13，803 20，280 46，541 39，883 21，791 

アフリカ 6 42 271 414 729 795 5，730 5，067 

中近東 141 1，742 893 3，331 4，854 902 980 1，335 

中 米 88 48 2，944 515 1，543 903 1，654 3，613 

南 米 1，233 5，388 1，376 1，991 1，638 2，424 1，150 2，528 

太洋州、| 2 10 49 447 486 378 749 

共産圏 19 273 3，659 421 804 6，101 9，447 9，892 

計 ト21ム4¥ι494¥36，6741 27，130同，368¥74，3♂|心司肌幻
日本機械輸出組合「機械輸出15年」より
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もちろん，

めに輸入超過のケース

る国際麓争力の弱d

が比較的少く立その反対に毅入が多いずこ

そのまま

は云える O

おけ

なんと ，戦後のわが間

ったために事いきおい，海外への進出

内需の発展が秘め

ど積棟前に行わず，その
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こともあって輸出比率がイ尽くなっていたことが充分考えられるからである。

だが，このような内需の好調は，家主ニ産業機械に誤らず意工業全般にみられ

たのであり，やはり産業機械に特殊な弱さがあったことは否定しきることは

到嵐出来ないで、あろう。

しかも，戦後発隈ミピ経たわ t.J~~道産業機械工業には，以上にみた貿易商に結

果した弱さの他に，次のような諸点にわたる推論性も指識されうるのである。

収〉 農業機域全体を平均した付加緬値主主産性は， 1960年代初期段階で，ア

メリコりの 10，900ドノレ， 賠ドイツの 2，252ャノレグ して 1，930γルグ

(2，470ドノレ〉と劣っており， じて， 日本の労働生産性，

いちぢるしい低位はあらJをえない事実となっているJ(間との欝{簡が

生れるような状況にある O

{ロ) 一事業所あたり従業員数でみた，経営規模は，金属加工機誠(合工作

機械〉ではアメリカの3分の丸他の産業機械では，アメリカの半分以下(34) 

となっており，競撲の函での経済的効率は，プメり jJに劣りこそすれ，決し

てまさっていない。

約 産業J機械各業譲の設備工作機械の詳綴を外国の場合と比較すると多わ

の場合，旋盤がi語大であるのに対し，研詩u盤がとくに少しべ1958午現窓)

など，設備聞の明白な弱点が指捕され得る O

付工作機紙生穫の内訳をみると，たしかに，高級機撲の生産も伸びてい

るが，たとえば，旋盤生産全体のうち，普遜旋盤が， 28% (昭和32年〉から

54% (昭策:136年〉に比率が増大しているのに対し，密議旋盤は，陪

26%から13%へ，ならい旋盤は， 8%から 5%へと低下しているなど，

イとへの鎮向:を夜定ずる;事実もあるo 間

約 産業機械各種について，世界各国;習の比絞殺行うと，わが密は，

機棋のみが明白な特意機種であることがわかる。だが，これこそ，

含めて，出:界的にも停諜犠穣であり，給路，そういう停簿機穏においいとのふ

護伎であるところにも， 寝点があるといわねばならな

L 、
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以上，わが国の産業機械工業の生産力的到達水準は， I高度成長」の頂点

段階でみる限り，これを，先進国水準で、あると安心して断定するには，なお

問題の多いものであることが示された。

だが，わが国重工業部門の生産力的な変化のテγポは概して早く，産業機

械工業もその例にもれるものでないことも事実である。したがって，ここで

のもっとも up-to-dateな評価を行うには，更に新しい資料を見ねばならな

いだろう O とくに，後述する如く，産業機械工業は昭和37-41年の恐慌を経

ることによって，また少しく変化しつつあるのであり，先進国水準か否かの

問題は，今日時点では一層微妙な段階にあると云わねばならない。

しかしながら，かの「高度成長」の頂点において，なお，産業機械工業に

は脆弱性があったとし、う事実自体は，それで、も変ることはあるはずがない。

そして，これは，他のいくつかの重工業部門(鉄鋼・電機・造船〉とは，明

らかに呉る点なのであり，やはり斯業の周辺における生産関係面の諸問題を

みる上で，更には戦後日本資本主義の性格を究明する上で，欠かすことの出

来ない重要な前提であると云っても過言でないのではなかろうか。

。1) 1960年現在の位界(除共産圏〕各国産業機械生産は，アメリカ 243億ドル，イギ
リス52億ドル，西ドイツ49億ドル，日本43億ドル，フランス24億ドル，イタリア14

億ドル，となっている。(前掲 37年機械工業基礎調査報告書 37-N42515頁)

倒一寸木前掲書 185頁。

仰)かうしたしんしゃくは，程度の差こそあれ，重工業の生産発展倍率のすべてにつ

いて考えれねばならず，したがって，各部門間の発展の比較は，先のように倍率の

数字をそのまま使うことによって一応可能であると思われる。

凶 各産業における有形固定資産取得に対する機械装置取得の率は，鉄鋼64.%，輸送

機械565f~，電気機械46.%，一般機械45.% (一寸木前掲書 195頁〉。

間 農業機械は，倍率では12倍化にとどまったが，伸びの総対額では1，000億円と工

作機械と同じ程度の発展を示した。

闘 なお，このような産業機械各種における伸長の相違は，産業機械の受注部門別構

成の変化をそのまま反映している。すなわち， 1953-1962年間に産業機械受注にお

ける繊維産業のウエイトは， 18.1.%から 3.1.%へおち，反対に建設業，農林漁業の

ウエイトは，それぞれ4.8.%から14.7.%へ， 1. 35ぎから6.8.%へと上昇したのであるc
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(前掲機械基礎調査報告書 110-111頁〕

聞一寸木前掲書 214頁。

凶 この項について，詳細は一寸木前掲書 204頁-214頁。

間一寸木前掲書 217頁。

捌前掲機械基礎調査報告書 164頁。

凶林信太郎「機械輸出論」。

問前掲機械基礎調査報告書 164頁ー165頁。

関向上 32頁。

凶

回

同

同
上

上

35頁。

26頁。

第三節 産業機械工業における資本関係及

資本労働関係の特質

C1l 第一節にのベた如く，産業機械工業は多種少量生産をその第一の特

長とするが，このことは生産の集積，云いかえれば生産における独占的支配

関係の基礎の確立を決して廃除するものではない。

げんに，第五表にみられる如く，工作機械部門を除いて，大低の産業機械

部門では，概ね，粗鋼並の生産集中度がみられ，独占支配の基礎が確立して

いるのであるO

更に，工作機械全体としては，生産集中度が低いが，これも機種別にみる

と，一社のみで生産の過半を占めるのが 3分の lの機種に及び且2社の生

産が，その機種の総生産額の半分を超えないものが全くないなどの事実 (36)

が指摘され得，他の重工業部門に，まさるとも劣らない状況であると云える

のであるO

ところで，このように一応，他産業に並ぶ生産集積が，産業機械部門にも

存在することは否定出来ないことながらも，それが，多種少量生産であるこ

とから，たとえば企業規模が重工業関係としては，とくに小さくなっている

ことも，また重要な点で、あることに変りなし、。
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第五事長

(%) 

ヰ狂 鋼 l
廿 53.1 52.4 48.8 48.4 

5 67.5 66.1 63.7 64.号

10 81. 0 80.0 77.5 77.8 

1 26.3 22.・.0 21.8 20.5 
3 59.6 51.0 48.5 50‘5 
主〉 67.6 59.8 57.2 61.0 
10 76.1 72.7 67.1 70.2 

1 24.7 24.5 

動力耕うん機
3 55.3 53.1 

5 65.0 66.6 

10 78.2 81.8 

1 53.8 56.0 

トラクター l 3 93.5 93.2 

5 幸吉.4 99.3 

10 100.0 100.0 

1 18.2 18.5 
金属加工瓜 3 38.4 37.4 

フ。 レ ス 5 48.0 48.3 。 64.3 62.8 

1 16.9 14.6 18.6 

織 機 i
3 43.4 43.1 45.7 
開 戸内ぉ. -~ ~ 63.6 

77.9 

25.7 

55.1 

68.0 

88.3 

12.2 

3お 盤
32.2 

46.8 

66.2 

Eヨ
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とくに大きなる企業のみについて，すなわち，いま，産業J機誠を専:薬と

の部門で抜きん出てトッ，第六表の鯨くにとり出してみれば，もの

ょうやく資本金 100憶以上，売上高n原位凶位ブに:立つ，小松製作所のみが，

は部議未満，売上高順位は実に以内 (47位〕ということで， ~邸主

150枚以下というありさ交なので、ある。

〈挙佼億円〕
第六表

(196η[ 売上高抑66)

く150)

く171)

923 ( 47) 

284 (175) 

(167) 

716 

299 

167 

287 

125 

84 

79 

112 

金

小松製作

住友機械

主主家製作

東芝機嫌

新潟鉄工

井関農機

長塁間怠動織磯

子代間化工

日立精

池災鉄

大詩書鉄

豊和二仁

a .I 

ヴ

4

4
・

父
v

w

当

2

E

A

F

守

q
u

J々

w

h

d

p

b

に
J
V

つω

戸

b

N

3

4
紬

I

A
宝

A
A
q
u
q
J

ワ
M

9
“
。
ゐ
ワ
向
。
“

電

1

ヌド望を

工

工

淡

機
15 

( )内は1966年における会会社ゅの売上潟煩依 (200位以内についてのみ〉。

売ヒ高はぬ67年秋郊淡算支での一年分。

なく安世界的な餓向であると

との比絞においてそのようなことが

だ充分には確めていなし、〉，

なお米・独などのそ

さ

国

をおく限り，

れる。だが，仮にその罰

あるとしても〈といっても筆者はその点を

の比較では，わが閣の産業論械企業のスケールは，

うした，経営規模の招対的小さきが，

がナわけに行かない。ともれに上として，はるかに小規模で怠る

Harvester (建業譲稜綜合企

プメザカでは，わが小松製作を売…i二高で土まわる

しかも，第…栓;の Internatonalが37社に及び，

すなわち，
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業〉などは1961年現在で売上高16億ド‘ルと，小松製作の1962年における年間

売上2，500万ドノレの40倍を超えているありさまなのであるO 更にまた，西独

では， 1960年現在，使用総資本2億ドノレを超える産業機械企業が6社もあり

(小松の1962年資産総額は1.8億ドノレ)，とりわけ』第 1位 Maschinenfabrik 

Augusburg-Nurnberg AG は使用総資本 9.5億ドルで，小松の規模を 5倍

以上上まわっているのである o 叩

こうした，国際上の地位，そして国内的にも資本金 1，000億を超える企業

が 10指を数えつつあるとき 50億以下の企業が上位を占めているという事

実は，仮に生産の集積が，独占資本の存在を許すほどに高まっているとはい

え，やはり産業機械諸企業が，なお独占資本としては， ~弘、環であり，日本

の独占資本地図のなかでは辺境を構成するものであることを示していると云

勺てよいのではなかろうか。

l2 J ところで，産業機械資本にとって，上記の如き事実がきわめて重要

であるとはいえ，なおそれは，産業機械全体についての非常に大まかな特長

の一つをあらわすにすぎず，われわれはさらに進んで，産業機械部門におけ

る資本とその諸関係の戦後における諸変動の細い分析に向って行かねばなら

ないO

そして，とくにわれわれは，ここで産業機械の中心である工作機械部門の

主要企業を，他の産業機械企業から分け，重工業生産力の最も深い心臓部で

あるこの部門の周辺に如何なる資本関係上の変動があったかを，とりわけ重

要な問題として別個に論ずることにしたい。

① まず，工作機械を除く他の産業機械諸企業(といっても，厳密に云え

ばこれらの企業のうちにも工作機械を生産するものもあるが，その比率は小

さい〕について，その資本及び資本関係上の変動のうち，特長的なものをひ

ろってみると，一一

第一に，戦後派でかっその成長の高かった，建設機械，農業機械の生産に

関連する企業の資本蓄積が目だってよいのに対して，戦後その伸びが停滞的

であった繊維機械関係の企業の資本蓄積がやはりわるいこと，しかも，後者
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については，もはや繊維機械一本では，正常な資本蓄積をはたし得ず，した

がって，あるいは自動車部品関係あるいは，兵器関係に進出することによっ

て，ょうやく破局をまぬがれ，在時はこの部門にのみにあった企業の特化体

制がくずれつつあることである。

以上のことは，とくに説明するまでもなく，第七表によって，ほぼ了解さ

れうると思われ，詳細にわたる， くり返しはざけることにしたいが，要する

に，建設機械部門に進出した小松製作，農業機械に特化した井関農機などの

非常に高い成長性叩豊田自動機械，豊和工業，石川製作など繊維機械企

業の停滞性とその多角化への傾向は，第七表に明瞭に出ていると云えよう O

第七表 産業機械各社，資本金，生産推移
〈単位億円〕

1953 1956 1959 1962 

j、I竺空白 7.5 1 15 1 60 1 

松|資産 54 I 75 I 282 I 

製 鋳 鋼 0.31砲 弾 5.01建設機紙 10.51建設機株 23.6

l生産|産業機械 0.21震設機器 ki|護諒;:;|襲聖書;:;
I(月平均)1 計 2.41 計 8:6 1 計 .61 
資本金 2.712.7 1 12 1 

住

友 liff竺 29 1 28 1 町

t l生産15罪判1lJp;:;1J肘;|21FL;::
'VY< 1 (月平均)1 減速装置υ・"1 量産機器 3.6 

計 2.41 計 2.41 [;十 6.91 計

荏 l竺士主___  2_1 6 1 24 1 

原|資産 15 I 24 I 62 I 

平|生産l芸託機 ι0.2引|毒品機 ι“3引!選品機 O正.9引[貨鍛主勢螺震械正
1作l' Iレ/円守市ヌ4品h¥¥1冷凍機 0.3引1l送き風機 0.21水処理製造0.91 
¥凡丁珂ノ| 計 2.2 1 計 2.5 1 計 6.9 1 計

新巴士主___  3_1 12 1 18 1 

潟|資産 34 1 61 I 102 I 

告書内燃機関 1.5 1内燃機関 1. 7 1内燃機関 2.51内燃機関 4.7 

記|/151zE I;iZ工露 131ZE i:2|主作機震?:?
山村ノl 計 3.5 I 計 3.6 I 計 7.1 I 計
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1953 1956 1959 1962 

井 資本金 0.4 8 30 

関 資産 2，0 185 

農
生産 耕転機機 3.4 耕転機機 8.4 

機 (月平均〕
脱コク 2.0 目見コク 1.4 
計 6.8 E十 11.2 

豊
資本金 7 7 12 32.0 

田 資産 42 59 88 172 

動機械白 持i 紡自動績車機 2.8 
4紡特せ型殊絞ェE車十ソ機組F、zン1.9 紡自動績車機 4.6 生産 0.3 部品1.3 1.5 部品8.5

(月平均〉
係0.7 1.3 
3.2 言十 4.9 8.5 計 16.6

千
資本金 1.5 6 18 

代 資産 27 43 105 
田

石油天室置 ;皇警6.7化 生産 与長官係0.6 ガス 且置3.0 
工 IC月平均〉 0.5 化学裟 0.2 4.0 

1.7 3.7 11.0 

豊 資本金 3.6 5.4 13.0 20.0 

和 資産 14 39 38 67 

工生産 紡機 械機 2.9 紡兵 機1.6 紡鉄 機1.7 建紡設機J械機 2.5 
業 (月平均〉

0.1 器 0.5 鋼1.0 0.7 
計 3.3 5十 2.3 E十 3.8 5.7 

石 資本金 1 2 4 4 

;11 資産 7 15 23 32 

製
生産 王紡己 織機 1.2 紡織機械 1.5 紡ず号織計機械苦百 1.5 

作 (月平均〉
器 0.2 0.4 
百十 1.4 計1.7 2.3 

久
資本金 5.6 37.8 135 209 

t来 資産 60 148 317 684 

目欽 耕ー向般燃転計機傍J胡機或 2.0 鋳鋳内総鉄計機物萱関 3.9 合首藤成高管 ;2I 7 霊j政豊機富械 12.3 生産 0.3 I FJ3 w.:;~OO 2.7 11.4 

工 (月平均)1-~f~~ Z.~ 1 @¥f =-1-fo 1~'~ 5.2 
7.2 I Eft 12.9 24.8 50.2 

有価証券報告書より作成。

第二に，成長性の高い企業には，所謂，財閥系のコンソエノレン資本の，明

白な新らしい進出があり，逆に云えば，こうしたコンソエルγ資本の新らし

い進出のある企業はとりわけ成長性が高いということである。
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第八表 産業機械各社借入金及

1953 1956 

lよ土日色 入 大株主 {昔 入 大株主

長第太期三百生千命命 0.4 第野豊~百-村崎祉生illE券券命
400 
長期輪第長

要朝武日本げ1 百 L醐
244 ま長 0.8 陽 508

0.3 236 百 0.6 日 400
松 1.0 204 ま良 0.4 興火業災 310 

162 計 4.8 300 
製 短期

計 15，000 短住期北 計 30，000 
イ太主 友陽 2.1 友国 2.4 

fF 0.2 2.0 
言十 10.7 計 8.5 

長期

住住大朴三 友友菱和生銀信証釘命

214 
長住輿期

住在住日宅友ふ友乍F金む銀属i 孟
200 

{主 三菱銀信 0.6 200 銀{言1.0 150 
Jl~ !IiNc 0.5 127 0.3 101 

友 計 1.1 120 三菱計 信 0.3 100 

短住期
106 2.3 100 

機
室友信長2.2 

計 5，400 
短住期 友信 7.2 

5，400 

興住
0.5 

械 0.4 住友計 1.6 
計ー 9.1 11.8 

千王畠日十友興室山信証謹清券託 391 
長期川崎市 0.4

大大第住岳東友辺山一町京銀信在券託清行火 828 
荏 198 災 279

150 
計 0.4 

253 
原 上 126 250 

110 220 
製 E十 4，000 五十 12，000 

{乍

長勧期

住三富日木友菱井火量信信災

270 
長輸安期勧

勧住禍i口3;本友火銀奥信災井

520 
新 主艮 1.8 175 ま銀良1.6 326 

短勧期第
110 1.6 230 

?烏 銀 2.3 110 田1.0 217 

四1.4 100 5.5 174 
主央 言十 6，000 短勧第期 20，040 長良 3.9 
工 四1.4

百十 7.9 

井

関

農

機
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1959 1962 

借

長・短期
住
興
北
富

5十

友10.7
銀 8.3
国 6.2
士 4.2

87.0 

大株主

住友信 3，299 
日証金 3，009 
太陽生命 2，400 
第百生命 2，250 
三菱信 1，082

E十 120，000

借入|
長期
興銀 9.8
住信 6.6
東信 4.7
計 5δ.4

短期
住友 38.9
富士 18.6
計 147.1

大株主

住友信 10，560
東洋信 8，400
三菱信 6，820
太陽 6，400
第百 6，000

計 200，000

長・短期
住友商事 0.8 
住宅公庫 0.4 

住友信
大証金
大手R銀行
住友銀
住友生命

計

1，972 
1，668 
1，349 
1，100 
1，000 
24，000 

長期
住信
興銀
三菱
計

短期
住友
伊予
南都
計

8.7 
3.1 
2.0 
16.2 

9.1 
1.7 
1.2 
15.2 

信
信
信
銀
銀

友
菱
洋
阪
友
計

住
三
東
大
住

9，337 
4，478 
3，823 
3，693 
3，047 

72，000 

長期
川崎市
計

短期
第
和
物
+』

三
協

住友信 4，026
1.1 I畠山一清 1，157 
1.2 I大不日銀行 916 
大東京火災 890 
一誠社 800 

計 48，0002.7 
2.4 
1.9 
8.8 

長期
東信
三菱信
住友信
計

短期
第一
和
計

3.0 
2.3 
2.0 
11.3 

7.2 
6.4 
20.0 

住友信 7，853 
東洋信 2，958
畠山一清 2，405 
大東京海上 1，780
一誠社 1，670 

言十 48，000 

三菱信
勧銀
日本火災
三井信託
住友信

計

1，807 
1，100 
870 
826 
450 

36，000 

長期
勧銀
長信

短期
勧銀
第四
言十

三井信
5.2 I勧銀
4.3 I三菱信
東海銀
日本火災

計
13.7 
3.9 
31.5 

6，088 
3，000 
2，153 
1，691 
1，585 

60，000 

銀
銀
菱
銀

鰐

予

計

長
勧
伊
三
長

4.8 
2.8 
1.0 
0.6 

13.0 

井関邦三郎 753 
井関 博 572
井関昌孝 344 
伊予銀行 330 
井関一幸 320 

E十 16，000

長期
長信
開銀
農林中金
計

短期
勧銀
伊予銀
百十

3.7 
2.9 
1.5 
11. 7 

19.8 
11.7 
57.6 

三菱信 3，868
三井信 2，712
井関邦三郎 2，430
井関 博 2，001
東海 1，820

計 60，000
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1953 1956 

借 入 i大株主 借 入|大株主

豊一井 3.1I mf*1mE~ 452 輸銀 5.8I BJfffifliM 190 短期 大大野二日村井正本和銀証海生銀命券行上1，365 長期 大三大B新F和逓務銀商井上 942 
東海 2.3I =#ifrll'::R 182 二井 182 

田 富士1.8I ATf-Jm f-: 160 ー海各 160 
自 計 9.2I B ;2\S:，ét~ 130 富士lO 6 トヨタ 即

動 計山00 興銀l 自動車
言十 8.3 I g十 14.000 

機 短期
一井 2.2

械 東海1.7
計 6.3

千 120長期 二東新芝差京三石海菱諺油重I工 160 
5十 1.0I ~jy~*i~I iou 

代 72
回 短期 間

化 計 2.0 計 3，000

工

萱 1 . 2 I Ifff*1mE~ 296 興銀 0.2 金 181短期 大野摂村和l銀券? 339 長期 日清紡 200

和 興東海銀{言 L0 B lW.~JJi(;!!ì: 200 計 0.3 野浅巾日本村井託証5前K 券広災 144 
170 I ="0 I !It.fH51E3j: 86 

計 2.6 145 短期 80 
工 興銀 0.8

計 7，200 計 0.8I ]j十 10，800
業

久 1.1I 1:i 1i.. 1d" 870 I ti: 1i.. 1d" 3.7 I 'MIiI1s:rr 2，500 
保 0.8 I ft R iI1s: 700 住安 3，0 I B ;2\S:，ét~ 2，500 長・ 短友主友期銀信霊 孟告日み主友士生銀銀君命 876 長・ 短友田期喜信艮 1言住l3l友土本重盟銀生量命行行 2，500 

田 住富 戸 0.6 I A I ifrll': 700 興住冨 室長 2，8I ~ ~ ~ 1，209 
神住友 0，5 I EI ;2¥S:，ett1J 650 友銀 L9 I 'g I !frs: 900 

鉄 5十 11，200 士銀 L9 計 75，600
工 計 16.4

有価証券報告書より作成。

この点，第八表にみる通り小松製作が，とくに成長性が高く，且つここで

は，その成長過程で融資，株式両面における住友クソレープの進出ぶりが非常

にはっきりしていることはとくに典型的であるが，この他，化学機械部門

で，三菱グループの出資で作られた千代田化工が創業以来急速に伸びたこ

と，産業機械専業企業ではないが，久保田鉄工においても，住友資本との新
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1959 1962 

{昔 入 大株主 イ昔 入 大株主

長三・短期井海 トヨタ長自良工2，150 長期興 トヨタ量喜工 6，剛
8.8 大友和 2，033 銀 2.2 東東住 友洋 5，805 

東富 士
6.1 住 海井イ言 1，593 

t東Z洋言十信信
1.5 4，449 

3.3 二 800 1.5 2，465 

5十 22.0 東 750 0.5 井 2，200 

5十 24，000 7.8 5十 64，000 
短期

東
井海 13.7 
10.9 
32.6 

長期冨三-菱53f 信託 東指一三菱亙変霊石火凶油豪災事 じ1，臥】O

長期

新東三三三菱京菱菱二石菱海信随託前豆事半 3，15C 
2.3 1，050 三菱菱計 銀信 4.5 2，850 
1.8 700 三 4.2 1，500 
1.5 550 14.9 1，455 
7.8 520 

短期 1，450 
短期

菱浜
2.5 計 12，000

三一 菱菱言十 銀信 1.6 
目十 36，000 

横 1.0 ニ1.0

計 7.7 11. 7 

長興輸・短期銀銀
52 64 ||1l 大住士由 商瓦説和副首 証信令一

923 

興規長輪住期J 興什!銀入銀友
住主計友主葺量E 

3，450 
902 4.2 1，706 
847 2.4 1，440 

言十 7.9 白 3紡艮 450 8.2 1，350 
450 1，012 

言十 26，000 2.5 
計 40，000 1.0 

計 4.5 

E 大三日本菱1和生命3 銀信 9，位4 性大三任日本友菱友和生銀命銀信信 23，250 長興E富短J期LZ銀士 7.S 9，500 長期住興 銀信 15.1 23，250 
4.5 9，500 10.3 22，250 
3.6 6，225 計 49.6 21，501 
3.2 8，000 21，042 

住友 2.7
手5十口 27100，，06012 0 短住期富 友士 33.2 計 419，000計 24.6 15.0 

大 手口 8.7 

しい結びつきのなかで企業が大きく仲ひ、たこと等も，こうしたことを現わし

ているといえよう O

もちろん，産業機械部門における財閥系企業としては，住友機械などもわ

すれられではならなし、。だが，ここでの住友資本の存在は戦前来のことで，

特に新しいわけではなし、。そして，そのような場合，決して企業の成長性は
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とりたてて高いわけでーはないのも興味あるところであるO 〈3め

るに，高い成長設によって財閥コンソエルγ系資本が吸引され，且そ

うしたコ γソユルソ資本との新らしい捺触を通して企業の成長が保証される

のだが， -J主財間系の支配が安定して長くなると必ずしもそれほ

いというところに，コンツエノレン系資本のカと，そ

ると去えるのではなかろうか。

このような爵係が〈細い聞はやや異にするが〉

とられ得

も，多かれ少かれあること会〈的見て来たが， (工作機械を除く〉こ

機械部門さとも含めて，これらの点を更に究明することは，興味ある研究課題

でるると考えられる。

@ われわれは先じ，産業機械企業が，全体として，経営規模が小さいこ

とを関際的，閣内的比較で、確認した。

ところが，この領内誌，産業譲統のいわば中心とも云える工作機鋭部門で

は，更につよくなり，最大規模の東芝機械で援本金45憲丹(産業機械企業で

鈴鹿位〉他は察本金お億、円以下となゥているので、ある。開じ傾向は多能の

も;弓様にみられる。たとえば，アメリカでは，最大の Otis

Elavatorが年間売上1.6銭ドルで産業機械企業中 13投，次いで Yaleand 

Towne Mfg (究土1.3龍ドル〉があるが，大部分の企撲は年間売上5，000

ドル以下で，産業機模企業の最E窓辺を構成しているのである。西ドイツで

も，…応工作機械企業といえるもの(工作機械以外の機域生産が一種伎に際

られるもの〉拭最大で SchinessD註sseldorfAG，く議業機械業界で17位〉の

7，必8万r、ノレであり，他はこれ以下となり，やはり産業機械企業群の
低濯を構成している。

かくて，工作議掠部門はとり がつよく，したがっ

てとくに経替が小さくなりがちであるのが世界蔀な一般的特長であると訟え

そうで、あるが，それでもわが閣の最大企業である東芝機械の1962年現在の売

上は 740万ドゾレ，総資産5，000万下、ノレで，これらよりなお大きく劣っている

目されねばならないと云えよう。
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もちろん，わが国にも三菱造船，目立製作等の巨大企業による工作機械生

産はみられる(同じことは諸外国の場合にもある)。 だが，何よりも，それ

ら企業においては工作機械の生産比率が小さく，その意味で工作機械企業と

して扱うわけに行ないこと，また，わが国のこれら企業に関して云えば，そ

の生産する工作機械の機種も少なく，また他の工作機械専業企業の生産機種

との競合も (41)ほとんどない故，これら巨大企業は，一応分析の対象から除

外してきしっかえないと考えられるのであるO

ところでそのような，兼業巨大企業を除いた上で，独占資本としては，小

規模な専業工作機械企業について，その上位企業の資本関係の変遷をやや詳

細につぎにみれば，

第一に，如何に独占資本としては小規模であるとは云え，やはり戦後のは

げしい成長によって，個人企業としての存立の可能性はますますなくなりつ

つあることが指摘される。

第九表にみられる如く， 1956年頃までは，ともかく，個人株主が株主の上

位に存在した(大隅鉄工=大隅武雄，日立精機=斉田高三，豊田工機=豊田

利三郎〉のが，工作機械部門の成長のはじまった1959年以降は，年を経るに

つれ，その位置が下り，今日では大隅鉄工の場合を例外として，もはや五位

以内の株主に個人の名は認められなし、からである。

第二に，有力な資本バッグをもっ東芝機械(東芝)， 日立精機(三菱〉で

は企業の成長性が，とくに高かったのであり (42) この点で他の産業機械の

場合と問題が共通していることが見出されえよう O

しかし他方，仮に有力な資本パックが存在しないにせよ，今日，工作機械

企業が広く「銀行ないしその他の金融機関の資本を大量に吸収して，産業

資本と銀行資本の融着としての金融資本に転化したJ(削のは事実であり，

どの企業にせよ，有力な資本グループの資本が多かれ少かれ関係しているこ

とについて変りないのである O

だが，工作機械企業周辺の資本関係をなお詳細に見てみると，工作機械資

本が，金融資本に転化したという一般的指摘だけでは，なお不充分のそしり
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をまぬがれ難く，ここでのl.、わば第三の特長として，次のよう の

あることに盟意が換記されねばならないことが了解されうるはずで、ある。

というのは，工作機械金梁が，今日，一般に忠大資本グノレ…プの資本を大

しているのは否定出来ず， しかも，ある場合には，上ーにみた却く，

かなり有力な特定資本が大量に入札それによっ

なのだが，それて、も 2 他の護工業部門と比較

財閥系のヌンツエノレン資本による，この部門の系列化という

が強化されている

ずことえt乙

なると

いということが見出されぎるな得ないからである。

なわち，たとえば鉄銭業せは，安田グルーヅの直系としての日本鋼管，

住友グ、ノレ…プの直系としての金友金震が，大手六社の一角に入りこみ，その

よになお且つ，八幡・寓土への三菱資家のかなり草案極的な進出がみられた。

てまた p 重寵議部門では，三菱系の三菱寵機，古河系の富士電機，住友系の

なかにあり，その上，日

ば， 〈と られたcそして，

このようなことは多工作磯械安捻く重量業機械部門にもある程度みられた

だが，工作機械上位五社についてみると，財鵠系ヌ γ ツコニノレユ/と

くない。

ただ，わずかに自立輯機と とは云い切れないよう 、関{係

のある他は，東芝機誠に踏係する東芝，重量邸主機に関係する擦問自工，大橋

関係する東海銀行，池民鉄工に欝係ずる興銀といった拐し

鰭コンツエルγとは別個の産業コンツエJレシなり，新興銀行資本なちとの

係にとどまっているのである。

もちろん， トEヨタ コンツエルンや，新興の区大銀行資本との

きによって，工作機融資本が， あらゆる ロγ ツニじんゾ

しでもなお，金融資本化していること自 まがうべきもな

し、O

だが季今日わ J
b
 

グルーヅとしては，三三

田，三井の!日間大長君臨に発する財興コ γ ツエ叫レンであることは
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第九義的 工作機減各社資家金・生産推移 〈単位億門〉

東，"，山
6.6 ， 16.1 44.9 182 

O 2|化総機械 1.2 化事後機械 1.5 工作機械 6.8 

ふ1! Jご作機J減 0.2 工作機械 1.4 化繊機械 2.3 
0.2 産業機械 0.7 成業機械 3.5 

1.7 計 3.7 言十 13.3 

1.2 15 25 

13 
14.4 2告.0 87.7 

"iL 
工作機誠 0.55 工作機械 2.0 工作機械 6.6 

議
0.1 i稼業機械 0.1 

機

百十 0.62 3十 2.1 計 6.7 

3.9 3.き 7.8 25 
大

20.4 18.8 25.6 79.5 
隅

モ織機 0.27 モ章毒機 0.3 工作機械 1.5 工作機械 6.2 
鉄 紡三ち機敏 0.24 工作機談。‘25 繊維機械 0.4 繊維機械 。‘5
I 工作機械

ま十 1.2 0.9 言十 2.0 1it 6.8 

2 2 2 15 
iを

号.8 17.2 68.2 
間

0.5 工作機械 0.7 4.4 
工

0.3 自動綾部品 0.4 自動準部品 2.2

I幾
~t 1.2 1.2 6.7 

1.8 s 24.5 
f成

15.7 42.9 99“1 
主ミ

発動機 0.31 工作機械 1.4 工作機械 5.1 
喜夫

:IfF機械 0.26 発動機 0.3 0.7 

エ 印刷機械 0.3 印慰!機械 0.7 

0.9 言十 2.3 6.9 

有i備蓄E券報告義より作成。後し東芝195告は1960.3決3撃の分。
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第九表的 工作機械各社

919 
LAJリ リ，ひ 200 

東 153 0.5 112 
叫之が 70 百十 1.5 70 

Eヨン ョγ

機 静岡銀行 60 

短喜三井剛計銀行行 1082 

三三菱信託 70 

~t 2，700 言十 5，400 
被 2.0 

日
長期 日本火災 140 

関 銀 0.2
葉き夜日だ斑進間室得潟災火三三災火

140 
120 rr. 80 

短綴 53 
精

弁銀 1.1 ~t 2，400 
機 0.7 

284 284 
大 264 ノ中、、 262 

日潟
183 187 
181 ヌ大L7!弱0‘言武法:券一 172 

鉄 158 145 

エ 言十 7，800 

塁差 大三東中ト1タE海託井海ョ金銀銀自↑1こ71275 8 0.5 
0.4 120 

E号 仏I 100 
1.1 88 

エ;
5十

機

j也

.ll"l 

長吏

エ

キラー価誌券報告有より。 i但し東芝1959(1)分は19開・ 3決算分，農岱195誌は

お57・3決委主分。

4，000 
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借入金，大株主明細 (単位億円及1.000株〉

1959 1962 

借入金 大株主 借入金 大株主

長長期関

東三静園陸 葬梓開霊銀芝レ
6，520 長期

f三東A洋井I信 B 醐2.4 1，267 
三長開 井銀銀信 7.1 

4，990 

三井銀銀銀 2.4 1，900 4.6 3，870 
1.8 420 5.5 2，450 

五十 5.8 360 計 21.8
レーョ γ 1，260 

短静期
岡 5.5 E十 34，000 

短期静
菱井
2.1 井岡 12.2 

E十 60.000 

一 0.7 7.9 
計 7.0 計 30.6 

長期開

三佐斎東日虎岡花友菱両火火信信三災災

3，116 長期開

F東コ斎日EE雌凶菱友E高火火豆信信= 災

7，639 
銀 0.9 1，148 銀 1.1 3，937 
E十 0.9 840 計 1.1 2，688 

短期 720 短間期 2，112 

井和
0.2 660 銀 0.5 2.018 

大 0.1 計 30，000 
大 井和

0.2 5十 50，000 
言十 0.7 

0.1 
言十 1.15 

長奇・短期襲
5 8 1 主大大東隅京主和武生童銀命雄

584 
長期関東

量i霊i霊i 
4，225 

477 
銀海
1.4 3，615 

1.1 262 0.6 3，295 

計 6.1 160 言十 2.8 1，735 
150 
短東期神

1，730 

5十 15，600 海戸
3.2 

計 50，000 
1.0 

言十 4.7 

長安期 田信 l トヨタF信銀 8.1曲1 東芸 3，470 
三井計 信 1 二1，723 

4.3 安田 1，160 
三井 1，000 

短期 言十 30，000 
東三井銀海 1.1 

1.1 
計 5.7 

長電東=短期量路和 書住弟同館友士火喜信災白

600 長開期 興 銀 3，773 
3.1 202 ま畏 0.8 

コ基邑 井海士 電信銀
3，724 

1.6 201 中央計 信 0.5 2，401 
0.9 111 4.1 1，813 
0.7 101 

短興東期
三菱信 1，274 

富士 0.6 
銀海
2.4 

計 49，000 
百十 2.3 

1.3 
五十 7.3 
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やはり変らぬ事実なのであり， かかる財閥コ γツエルγが， この部門の上位

企業には充分喰い込むに至っていないことは， やはり， この部門における金

融資本が依然として， 辺境金融資本であるにとどまっていることを現わして

いると云うことが出来るのではなかろうか。 (44)

そして， このことは同時に，わが国の工作機械部門が， 「高度成長」のピ

ークにおいて， なお生産力的な弱さをもっていたという，前節に指摘した事

実と， 一応対応しているとも考えられる。更に叉， この反面に，財関系コソ

ツエノレγに依然としてのこる， ~~\，、環には消極的であるというかの保身的伝

統の残浮を，若干ながらも感じないわけには行かないのである。〈仰

なお， 工作機械資本の独占資本性を説明するものとして， 主要な工作機械

会社が，子会社をもち，下請に依存している点が指摘されるO たしかに，池

貝の33.2%をトップとして今日の工作機械主要企業の外注依存度はかなり高

L 、O しカミし， この点についても別な面からみると， 工作機械企業の系列支配

のための投資勘定は，第十表に示される如く，多くても， せいぜ、い数億円に

とどまっており，電機や鉄鋼の大手メーカーが数百億円の投資勘定をもって

いるのとは所詮スケールが異ることが指摘されうるのであり，電機や鉄鋼の

場合と同列に， この面でのその独占資本牲を評価することは，やはり出来な

いと云わねばならない。

第十表

|臨i東芝[諜[鞍|融|議院里|鮭|鯉
資 産 3，460 2，611 3，638 2，825 164 88 90 20 。
固定資産 1，274 970 2，376 1，603 52 19 22 25 5 8 

46 98 101 109 1 3 1 2 5 

関係会社株式 125 59 77 128 2 1 3 1 4 

長期貸付金 25 195 28 34 O 3 O O 

有価証券報告書(昭和37・3)より作成。
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(湖 この点の詳細は，たとえば，十一寸木前掲書 223頁 224頁。

間前掲，機械工業基礎調査報告書 66頁及70頁より。なお， 1961年度の八幡製鉄の

売上高は6.7億ドル，総資産10億ド、ルで、あり，上記二社がかなり巨大であることが

わかる。生産のうち産業機械以外のものが若干含まれてはいるが，生産の大半は産

業機械であり，わが国との違いの大きさが感ぜられる。

剛 久保田鉄工〔資本金279億〕は，農業機械以上に，鋳鉄管の生産が多く，したが

って産業機械企業として扱わなかったが，この会社の農業機械生産はその鋳鉄管生

産についでおり，それだけでも井関を上まわる。しかもこの会社は53-62年期内に

資本金約40倍化と，極めて成長性が高かった故，本文の指摘を更に強く説明してい

るとも云えよう。

旧日) もちろん，他のどの企業にせよ，ここで個人企業の存立する余地は，次に示され

ている工作機械の場合と同様ほとんどない。したがって，どの企業にせよ，資本市

場を通して，巨大資本グループの資本を導入している。だが，ここにあげたものの

他は，たとえば荏原製作の住友，三菱p 第一系資本の括抗，新潟鉄工の三井，三菱

勧銀系資本，井関農機の三菱，勧銀系資本の拾抗の如く，特定の資本系統との明確

な関係はない。とりわけ特定の財関コ γツエノレン系資本との関係はなし、。(荏原の

場合，ここで見る限り住友との関係、がやや強し、。しかし不況とともに住友資本はか

なり後退した。〕それと同時にかかる企業については，平均を上まわる目だって大

きい発展もない。

なお，われわれが分析からのぞいたもののなかに産業機械生産がかなり巨額にの

ぼる三菱重工業 (150億=1966月平均〕石川島ハリマ重工業 (2C億=1965月平均〉目

立製作 (25億月平均)など造船電機などを主とする産業機械兼営業があり，産業機

械の産業分析としては，これらは当然分析の対象に入れるべきところだが，他面産

業機械生産がこれら企業の主流でないため，産業機械の資本分析の対象からは一応

除外した。

側拙稿「戦後日本の鉄鋼業J(北大経済学研究 16の4及び17の2，1966)及び「戦

後日本の電気機械産業J(北大経済学研究 18の1，1968)参照。

(41) この点，具体的には，一寸木前掲書 243頁参照。

それによれば，巨大兼業企業の製作機種は，工作機械の5大企業よりも以下にあ

る中堅メーカーとの競合がむしろ多い様である。

(42) 表中では大隅に対する三菱資本進出もあるが，目立精機の場合ほどにならず，し

かも日立とちがって1965年あたりから資本の引上け、が行われた。

(43)一寸木前掲書 236頁。

刷工作機械を基礎とする資本が辺境金融資本であるのは，更にこの部門の有力企業

の一部(東芝機械，豊田工機〕が自らを中心としない産業独占資本ク、ループの従属

的な一部となっている〔前者東芝後者豊田自工)点にもあらわれていると云え

よう。
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品目財閥コンツエノレン系が工作機械を生産しないということはもちろんなし、。たとえ

ば三菱は三菱重工業と三菱電機においてこれを生産し，三井は三井精機をもってい

る。だが，これらは，むしろ，財閥コソツエルン内部の他の部門に従属したものと

云え，工作機械部門に積極的に進出しそれでもって資本蓄積を進めようという性

格のものではない。

(46) 一寸木前掲書 228頁。

[3J われわれは第一章で，わが国の産業機械工業が， I高度成長」を経

ることによってもなお，生産力面での脆弱性をぬぐい切れなかったことを指

摘し，したがって，本章 [2Jで、みた如く，資本面でも，最大の金融資本の

進出が他部門に比して弱くなっていることに注意をかん起した。

もちろん，われわれの生産力的な側面に関する分析は，まだまだ弱L、もの

である。したがって，いままでに行ったような分析だけで，過大な評価に走

ることには慎重であらざるを得ない。

だが，おそらく生産力面の脆弱性に対応すると思われる，生産関係面の問

題が，上記の如き資本関係の上に存するだけでなく，生産関係としては，よ

り基本的であるべき資本一労働関係のなかにも存在することも，以下に示す

如く事実であり，いろいろな点からも，われわれはふたたび，産業機械部門

が現代日本重工業の弱L、環であるとする命題にしばし，ふみとどまらざるを

えないのである。

① 産業機械工業は，重化学工業6部門のうちとくに賃銀の低い部門に属

する。第十一表によれば，産業機械部門の賃銀は，重化学工業六部門中，最

低であったのが， 1957年以降は電気機械を抜いてともかく最下位を脱したこ

とになっている。だが，電気機械は，産業機械に比して，女子の構成が高

く，且平均年令が低い。 (47)したがって，この点を， 日本の労働市場の実情

に即して理解する限り，産業機械の賃銀は，実質的には，なお重化学工業

中，最低であるO

② 一方，目を労働運動の方に転ずると，ここで、第ーに注意を払わさせら

れるのは，賃銀が低いにも均らず，労働組合への組織率が極めて低いことで

あるO
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ト一ぽ

重化学工業各部門一人平均月間給与総額

程i機 械|電気機械|輸送機械!化

(単位円〉

学市Fh
1951 17，010 12，134 12，516 14，074 13，224 15，911 

1952 18，654 14，159 15，673 17，321 15，284 17，237 

1953 20，501 16，029 17，434 19，905 17，479 20，699 

1954 21，886 16，352 17，636 20，866 19，198 24，329 

1955 22，944 16，411 18，025 21，334 20，326 24，203 

1956 26，535 19，078 19，696 24，201 22，073 25，669 

1957 27，223 20，623 20，428 25，723 22，708 28，242 

(以下鉄鋼業〉
1958 29，522 20，605 19，662 26，161 24，114 26，823 

1959 31，722 22，349 20，644 28，237 26，009 29，872 

1960 34，282 24，663 21，520 30，219 28，342 33，575 

1961 37，176 27，339 22，326 32，044 31，008 39，217 

1962 38，562 28，787 24，263 34，447 33，845 41，682 

1963 41，854 32，234 26，794 38，167 37，349 45，135 

1964 45，714 36，338 29，650 41，249 40，157 47，620 

1965 49，281 38，564 32，082 43，781 44，091 52，513 

労働統計年報(労働省〕より作成。(但し30人規模以上〉。

第十ニ表 重化学工業各部門労働組合組織率 (%) 

l鉄 鋼 l機 械|電気機械|輸送機械 化 学一 I 石石炭油製品

1952 83.4 64.7 76.2 73.5 82.3 76.4 

1953 80.0 64.2 108.3 102.5 88.8 66.6 

1954 85.7 69.4 107.7 115.1 97.0 68.4 

1955 77.0 57.9 91. 7 109.1 83.1 66.6 

1956 74.0 53.3 55.2 70.1 82.3 63.6 

1957 78.0 59.9 53.6 69.6 81.3 72.7 

1958 71.3 52.8 54.8 68.3 70.2 54.8 

2959 62.5 48.4 45.7 62.7 70.1 48.4 
1960 61.2 42.2 43.1 57.7 71.0 51.4 
1961 58.3 39.1 46.2 51.2 60.9 58.8 
1962 70.9 46.6 60.9 66.2 72.3 62.9 
1963 68.0 48.0 56.0 70.6 70.0 66.7 
1964 48.1 58.7 71.9 71.9 69.7 
1965 70.0 54.3 62.3 75.9 76.7 75.0 

労働統計年報より作成。但し，ここで，組合員数はあらゆる企業じついて，合計

されたものに対し分母の全労働者数は， 30人規模以上であるため，組織率はすべで

過大。それでも相互比較には充分であると考える。
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第十二表によれば，機械部門の組織率は，概ね50%台ということになって

いるが，これも，この表が被除数に30人以上の経営における労働者数をとっ

ていることを，しんしゃくすれば，実際はなお低く，おそらく大低の年にお

いて，組織率は半分に満たないものと考えねばならないだろう。

また，とくに，機械には30人以下の経営が多い故，重化学工業他部門に比

して，まちがし、なくその組織率は最低であると思われるO

③ また産業機械諸企業の労働組合は， Iその上部団体との関係において，

まさに四分五裂の状態にあるJ(4めという目だった特長をもっていることを

指摘しておかねばならない。

すなわち，昭和39年現在で，総評所属の全国金属に属する労働者数は， 21 

万。同盟所属の全金同盟に属する労働者数は， 17万。と両者がかなり詰抗し

ているだけでなく，新産別全国機械に 2万 9，000名の他，どの上部団体にも

属さない企業別組合もいくらかあるのであるO しかも，斯業における主要経

表三十第 重化学工業各部門争議発生状況

|鋭 鋼|機 械(電気機械
AIBlclAIBlclAIB一丁 c一

1951 1.5 5.3 1.0 

1952 25.0 24.6 2.1 42.8 43.7 1.0 55.3 53.1 2.5 

1953 5.5 5.4 2.6 11.5 9.4 5.7 31.6 26.4 2.3 

1954 21.0 20.6 3.8 15.6 10.5 19.4 38.8 19.6 1.3 

1955 41.2 40.1 2.1 5.1 3.9 2.5 25.6 10.0 5.0 

1956 32.6 31.9 5.8 9.6 6.7 4.1 34.3 25.3 1.2 

1957 41.0 39.8 11.5 9.0 7.4 2.9 25.8 24.8 1.3 

1958 8.0 5.8 1.8 18.8 7.3 3.1 27.7 25.7 1.8 

1959 28.2 27.8 5.1 6.8 4.8 4.2 18.0 12.5 2.4 

1960 4.8 2.2 5.9 20.3 11.8 2.3 23.5 18.2 2.2 

1961 46.0 29.8 2.1 19.2 14.1 3.8 26.6 22.5 2.7 

1962 6.4 4.1 2.6 20.0 14.6 3.7 28.1 25.9 2.0 

1963 24.1 18.7 1.3 20.3 14.3 3.3 20.4 11.5 1.5 

1964 4.3 2.5 1.9 24.2 15.9 3.8 42.6 31.1 1.9 

1965 29.6 28.1 1.0 22.6 15.1 4.4 56.1 49.1 2.5 

労働統計年報より作成。

但し，主事一 争議参加者数 x 100 作萎停止一作業停止争議参加
参加率 全労働者数(30人規模以上〕 争訟参加率一全労働者数 (30人
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営にあっても，たとえば，住友機械，荏原製作，豊田自働機械，池貝鉄工，

豊田工機なと、は全国金属に，小松製作，久保田鉄工は全金同盟に，東芝機

械，日立精機，千代田化工は無所属といった風に千差万別で、あり，電機や鉄

鋼が一応主要企業中心に一本化しているのとは，事~情を大分異にしていると

云えるのであるO

産業機械が多種少量生産で，業界の構造が非常にこみ入ったものになって

いることが，それぞれ産業別一本化を困難にしていることが一応理解できる

が，それでも，このような産業別一本化を欠いていることが，先の組織率の

低いこととあいまって，産業機械労働者の賃銀交渉力をいちちるしく弱め，

この部門の賃銀を低からしめていることの一端の理由となっていると考えら

れねばならないだろう O

③ だが，組織率が低く，且産業別一本化がないということは，必ずし

も，この部門の資本一労働関係の安定性をあらわすものではない。

(凶争議参加率〔形)， (B)f乍業停止争議参加比(が)， (C)作業停止争議平均損失〔日))

輸送機械 | 化 学 | 石油石炭製品

A B C A B C A B C 

1.0 2.6 4.0 

70.1 62.8 3.8 21.9 19.2 7.4 

51.4 34.0 4.4 24.9 20.8 9.3 10.5 

29.1 21.4 2.5 14.1 11.5 0.7 4.7 4.7 1.0 

23.5 14.0 2.7 15.9 14.2 3.9 

40.1 34.0 3.9 20.1 17.3 4.2 

32.4 27.0 4.5 25.4 20.8 2.0 9.0 1.8 2.5 

16.1 10.9 2.5 34.7 26.1 5.7 9.6 3.2 3.0 

30.7 24.5 3.8 20.1 13.9 2.6 9.0 6.0 2.5 

31.3 12.1 1.9 34.8 17.6 2.7 2.8 2.8 5.0 
26.0 19.8 5.4 47.9 24.6 2.2 67.6 11.8 18.3 

35.3 26.0 3.1 68.8 5.4 17.0 14.3 8.6 4.3 
39.8 31. 7 2.0 17.4 12.4 2.2 6.1 3.0 3.0 
27.7 22.0 3.6 23.2 15.5 2.9 15.2 1.5 2.0 

30.6 20.7 4.0 26.5 19.0 4.8 31.3 3.1 10.0 

主竺一ーとして算出，作業停止争議平均損失日数，作業停止争議参加者一人当り

規模以上〕 の平均損失日数となっている。
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それどころか，むしろこの部門では，容易に労働運動を定った型にはめ得

ないほど，労使関係が複雑で，且不安定で、あるとさえいうことも出来るので

あるO

たとえば，第十三表に示した，重化学工業各部門に於ける争議統計による

ると，この部門の組織率が最低であるにもかかわらず，全労働者中争議行為

第十図表 重化工業各部門

化学工学
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参加者の比率は必ずしも最下位でなし、。とくに作業停止争議行為の参加者比

とりわけ，作業停止争率は，重化学工業のなかでは平均並であるO そして，

議行為が一旦起った場合の平均損失日数は，概して高い方に属していること

がわかるのであるO

むろん，上記のような諸事実は，産業機械部門の労資関係が，決して，組

E十

74 
4 
55 
114 
60 
79 

要求事項別労働争議発生件数

4
A
P
O
7・つ白け，
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Q
d
η
L
'
A
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u
-
-

ム丁==日

108 
18 
44 
147 
89 
87 

計

165 
15 
49 
223 
132 
128 

それだけで件数が多く出ることになる。むしろ全件数中各項目の比率が各部門で
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織率が低いというところで，一見感じられるほどに安定的であるわけではな

いことを示すにとどまり，ここから，その特殊不安定性を云うのも無理であ

るかも知れない。

だが，ここで進んで第十四表の如き，争議形態の産業別比較表を見てみる

と，機械部門では，その労資関係の不安定性をあらわすような争議が相対的

に多いことが，はっきりとうかがえるのであるO

すなわち，この部門では，一貫して，賃銀増額を要求する争議は，他の重

化学工業部門ほどには比率が高くなく，その反面，解雇反対，臨時金支払，

賃銀定期支払などを要求する争議の比率が他との比較では高くなっているこ

とがわかるのであるO

明らかにこれは，労資関係の相対的安定のうえで起るべき争議(賃銀増額〉

に比して，労資の契約の基礎ともいうべき，ぎりぎりの問題における争議

(解雇〉や，労資関係の安定した確立が未だ不充分で、あることを現わす争議

(賃銀定期支払)が比較的に多いということをあらわしている (48)と云え，

賃銀が絶対的に低いことや，作業停止争議における平均損失日数の多いこと

と合わせ考える限り，産業機械部門の労資関係が，少くとも重化学工業のな

かでは不安定であることは今や明白であると断定出来るのである。

そして，このような判断に立つ限り，組織率の低さや，産業別一本化の欠

如もむしろ，この部門の労働運動が，重化学工業労働運動のすでに生み出さ

れた定型にはまり得ないことをあらわしているというわれわれの先に示した

ような評価も生れうるのであり，そのような意味で，この部門での労働組合

運動の今後の発展には，却って興味がもたれるとも云いうるのであるO 〈50〉

(47) 1962年現在，電気機械関係企業の労務構成は，たとえば，

三菱電機女子26，%，平均年令男31.5才，女22.1才

松下電器平均年令男女込 23.6才

日本電気平均年令男女込 26.8才

これらに対し産業機機械関係のそれは，

小松製作女子 9J百平均年令男31才女24才

東芝機械女子11，%平均年令男30才女22.5才
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池貝鉄工女子10% 平坪年令男39才女25.5才

(48) 大河内一男編「産業別賃銀決定の機構」昭和40年p 日本労働協会， 464頁。

(49) 臨時金に関する争議の多いことも，臨時金が賞与として労働者にうけとめられて

いるというよりも，名実ともに賃銀の一部となっていることをあらわしており，臨

時金についての斗争のほとんどない鉄鋼業(拙稿「戦後日本の鉄鋼業IIJ)などに

比して労賃関係がよりきびしいことを現わしていると考えられよう。

(50) ある産業における，資本一労働関係の特質は，何よりも，労働組合の運動史の上

によく出るものであり，われわれも，鉄鋼や電機についてはその点を重視した分析

を行ってきた。産業機械でも，たとえば戦後初期における池貝鉄工労組の斗争が，

池貝を，個人企業から最終的に脱皮せしめるといった資本関係上の質的変化をもた

らしたこと，また，かつて，産別系であった小松製作労組が後に同盟系に入った反

面，同盟系であった住友機械が総評系になったことなど極めて注目すべき事実が労

働組合運動史に散見できた。だが，電機や鉄鋼の場合のようにまとまった組合史の

如き資料がここでは利用出来ず，組合運動史を全体として通覧し労資関係の分析

を行うという従来からとってきた方法をここでは断念せざるを得なかった。後日の

課題としたし、ところで、ある。

第四節 恐慌下の産業機械工業

[ 1 J 1962年頃を転換点として， 日本経済は，全般的に過剰生産恐慌に入

った。そして，このことは，元来，景気変動に敏感な産業機械工業には，と

くに大きく作用した。

恐慌状況を，きわめて表面的にあらわすものでしかないが，生産額の推移

一つをとっても，たとえば，土木建設機械は， 1，080億円 (1963)から 576

億円(1965)へ，金属加工機械も， 1，008億円 (1962)から580億円 (1963)

へ，工作機械は， 1，000億円(1962)から720億円(1965)へと大きな落ち込

みに見まわれた。(第三図〕

もっとも，化学機械，金属加工機械では，一且は，生産が大きく落ち込み

ながらも，その後1966年段階では，過去のピーグをようやく回復したし農

業機械，風水力機械，運搬機械などでは，この期間でも，安定して生産が伸

びているなど，事態は決して一様でなし、。

だが，恐慌の実態は，必ずしも，このような生産額の推移ということで判
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すなわち， たとえば，恐慌下にあって，商品価値の実現条件が変化した結

果，異常な販売競争が展開され，値下げと，割賦販売の増加などによって，

ようやく高まった，損益分岐点を下らないだけの生産の維持がはかられたた

め， ともかく生産の低下を喰いとめ， ある場合には若干の生産上昇をはたし
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たということがあるからである。

とりわけ，工作機械部門では，恐慌のなかで，割賦服売の販売全体に占め

る比率が急速に上った (23.5%(1962上〉から42.4%へ (1964上))だけで

なく，この場合の代金回収期間の長期化(割賦販売の 3分の lは回収期聞が

1年半から2年〉無利子，頭金なしの例の増加などが見られ，利潤率の大き

な低下をともなった，いたましい出血のなかで，ょうやく生産水準の急落

を喰いとめていたという状況であったのであるO GI〉

C 2 J ところで，恐慌の産業機械機種別のあらわれが様々であったわけだ

が，その企業別でのあらわれ方は，一つには機種別の状況の違いを反映し

て，そして更には，それぞれの企業の特殊事情を反映して，一層千差万別で

あった。

一方では，苓原製作の如く，この期間に不況のなかった風水力機械を主生

産物としているという利点のために，減益はほとんどなく，売上・利益とも

に順調に伸ひ‘完全に恐慌の嵐の外に立っていた企業もある。

だが，同じように生産が全体として伸ひ、た機種を扱いながらも，井関農機

などでは，昭和37年3月か昭和41年11月までの期間に 7回にわたる売上減

があり，減益も五回に及んだだけでなく，しかも， 38年3月と39年3月の2

固にわたって数億の欠損を出し，配当落，無配転落，積立金取りくずしとい

ったような措置も何回か行われたのであるO

同じ，農業機械を生産する久保田鉄工では，この期間 1回の配当落だけで

すんでおり，両社の資本力，競争力の差によることは明らかだが，久保回で

も減益4回ほどあり，荏原製作所ほどには好調でなく，農業機械の場合，風

水力機械ほどには景気の実態がよくなかったと推察されえよう O

なお，不況の影響がほとんどなかったものとして，われわれは他に繊維機

械企業をあげることが出来るが，これらの企業の場合は，この期間に，ある

いは兵器生産が大きく伸びたり(豊和工業，石川製作〉自動車部品関係が大

きく伸びた(豊田自動繊機〕などの事実があり，繊維機械そのものが，不況

でなかったとは云い切れないだろう O
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以上の諸例に反して，化学機械，金属加工機械関係の企業，そして工作機

械関係の企業においては，概して恐慌の影響は，より深刻であった。

まず，これらの関係企業では， 37年 3月から41年9月の期間に少くとも 5

回以上の減益がみられた。(千代田化工，大隅鉄工 5回，住友機械，目立

精機，東芝機械，池貝鉄工 7回〉。 そして，とくに，工作機械企業では減

益の巾が大きく，大隅鉄工では 40年9月と 41年3月の 2期連続，東芝機械

では， 40年9月から41年9月まで3期連続池貝鉄工では， 40年 3月から42年

3月まで5期連続で，それぞれ欠損を出すに至っているo 町

もちろん，同じ工作機械企業でも，日立精機，豊田工機の場合は欠損な

く，とくに後者の場合は，配当落も 1回もなかった(これは自動車関係の生

産販売の伸びに負うところが多Lウといったちがし、のあることもそれなりに

重要な意、味をもっと云えよう O

C 3 J 以上によって，産業機械工業における1965年前後の恐慌について，

その大まかな点ははあくされえた。

だが，われわれにとって，より興味のあるべきものは，恐慌の存在そのも

のでなく，恐慌に対する諸資本の対応のなかで，何が結果したかということ

であろう O

しかしこの点になると，問題が非常に Freshなものであるだけに，筆者

としても，まだ完全な判断を下しえないことを卒直に告白せざるを得ないの

だが，さしあたり，考えられるべき点を，一つの問題提起として，二三指摘

LておくことにしたL、。

第一に，恐慌下における資本の再編成に関連する問題点であるO

ここで，とくに恐慌のはげしかった工作機械部門に関心がもたれるが，工

作機械企業では，先に見た如く，特定の巨大コンツエルン資本との関連はま

だ弱く，また，資本関係を共通にする企業も少し、。したがって，他で見られ

る企業合同等も，企業側の必然性としては弱L、と思われるが， それでも，

資本バッグの強い企業の恐i慌への抵抗力が相対的に強いことは立証されてお

り， (池貝鉄工に比して日立精機，豊田工機がつよしっ今後，工作機械企業
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がし、よいよ金融資本的資本関係をつよめて行く可能性は濃厚であるといって

よいだろう。

また，工作機械企業を除けば，たとえば，久保田鉄工，小松製作，住友機

械などには，住友資本との関連で共通性があり，この辺で条件次第では，統

合による巨大産業機械資本の出現の可能性がないとは云えないことを指摘し

ておきたい。

第二に，恐慌を通して，産業機械諸企業の合理化が進み，それが資本労働

関係における矛盾をどのように激化したか，そして同時に，製品の国際競争

力がどの程度強化されたかといった問題があろう O

われわれは，いま前者については，しかるべき事実資料をもっていない

が，後者については，たとえば，恐慌下に，工作機械の輸出がついに輸入を

上まわった(昭和41年及42年)，更に，工作機械の輸出競争力の強化をあら

わす，いくつかの事例が， 1965年頃より集中的に出はじめた(53)などの事実を

すでにいくつかっかんでいるO この点は，本稿で，筆者が指摘して来たわが

国産業機械工業の特殊な脆弱性が払拭されたか否かの問題にふれ，恐慌時点

で、の斯業の転換ということで、は， もっとも重要な問題ともなるO その意味で

今後の課題として，重視したいと思うのであるO

(51) この点についての詳細な分析は，南一郎「恐慌下の工作機械工業と脱出策」経済

1965年9月号，叉は，一寸木俊昭「最近の工作機械工学における販売動向」経営志

林(法政大学〕第2巻第3号， 1966年6月を参照されたし、。

(52)欠損のとくに大きかった池貝鉄工では，賃金も平均38，577円(1965)から32，064

円(1967)へと 6，000円以上の大巾減とな 4 ている。概して，営業成績の悪い企業

では，賃上げ率がわるくなっているが，池貝の如き，総対水準の下落，しかも大巾

な下落はめずらしい，資本の崩壊に近い現象といえよう。

(53)それらの諸例については，例えば三輪芳郎「工作機械」経評昭和42年11月号に

くわしL、。

たとえば，池貝鉄工の1"A20盤」のアメリカの専門誌に， 1"今陛紀最後にして最

高の旋盤」と評価されたことや，豊田工機カンシヤクト研削盤がフランスで特許を

えたこと，将来輸出工作機械の一台当り，平均価格が上昇し (44万円から109万円〉

高級化の傾向がみられることなどの諸例が指摘されている。だが，この論文の場
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合，国際水準到達をあらわす事例の抽出に終り，日本の工作機械の生産力の全面的

な分析とはなっていず，われわれもこの論文のみから現段階の日本の工作機械の生

産力水準に対して最終的な判断を下すことは出来ないのである。
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